予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新重点制度外サービス普及推進事業費　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2522）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,000千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２６年度から「県第三期地域福祉支援計画」の計画期間がスタートする。

この計画の中で「見守りネットワーク活動」と「生活支援活動」は、重点的に推進するべき制度外サービスであるとされ、その実施にあたっては地域住民が担い手となることが期待されている。また制度外サービスの更なる発展のため、支え合い活動意識の醸成、民生委員の認知度向上も課題として挙げられている。

そこで、これら２つの制度外サービスの普及を積極的に推進するため、自治会長をはじめとした地域住民を対象に、これらの活動への認知度を向上させ、実際の活動に結び付けるための取組を進める。

（２）事業内容

【実施事業】

・支え合いだより（仮称）の配布。

　　全自治会加入世帯に対し、見守り活動への参加等を促進する読み物を配布。
・生活支援活動の手引作成

　　地域のリーダー(自治会長等)に向け、生活支援活動の実践手引きを作成・配布　

・生活支援活動の実践講座の開催

　　地域のリーダーに対し、生活支援活動の具体的な実践方法について車座形式で手取り足取り教える講座の開催

・見守りネットワークの構築に関する出張講座の実施

　　見守りネットワーク活動実施率の低い町村で、防災訓練、自主防災組織リーダー研修の機会をとらえ、平時からの見守りネットワーク構築の必要性を説得

【実施方法】
県社会福祉協議会に実費のみで委託予定

（３）県負担・補助率の考え方

　　現状、各制度外サービスの実施率は地域によって差があるため、こうした差を縮め、広域的に制度外サービスを充実させるための支援を県が行うべきである。
（４）類似事業の有無
　　「地域の絆づくりの推進」（環境生活政策課地域安全室）
　　　当該事業は主に住民同士のつながり強化のために地域のリーダー育成に注力するもの。住民の制度外サービスへの参加促進を目的とする本事業とは異なる。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	1,000
	支え合いだより及び生活支援活動の手引の発行等

	合計
	1,000
	


	　決定額の考え方　

　別途計上する事業と一体的に実施することとし、計上を見送ります。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第三期県地域福祉支援計画（案）
（２）後年度の財政負担
　　　制度外サービスの実施状況に応じ、事業内容については随時適切な形とするよう検討しながら、計画期間である５年の間継続する。
（３）事業主体及びその妥当性
　　見守りネットワーク活動及び生活支援活動は、第三期県地域福祉支援計画において、県が重点的に推進するものとしている。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「見守りネットワーク活動」と「生活支援活動」の認知度を向上させ、活動への住民の参加を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	見守りネットワーク活動（県内における実施率）
	51.0%
（H21）
	55.6%
（H22）
	54.8%
（H23）
	59.4%
（H24）
	100％
（H30）
	59.4％


	日常生活支援活動（県内における実施率）
	6.5%
（H21）
	7.7%
（H22）
	10.3%
（H23）
	13.1%
（H24）
	50％
（H30）
	26.2％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　高齢化が進行する中で必要度が増している要支援者の見守りや、日常生活上の軽微な困りごとの解決については、地域住民が担い手として期待されている。ただ、地域住民が担い手となっていくためには、活動への参加のきっかけを充実させることが必要であり、県が活動事例や具体的な実践方法の紹介を行い、活動への参加を促す必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　読み物の発行及び講座の開催については、地域住民のやる気を刺激することができるよう、絶えずその内容の改善を図っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　高齢化の進行とともに、本事業が対象とする活動へのニーズは大きくなると考えられ、県民の間にも住民同士の助け合いが必要であるという認識があることが確認されている。
今回実施する事業への地域住民の反応を把握したうえで、さらに有効な方策を検討しながら、次年度以降も地域住民に向けた取組を継続していく。


